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1. はじめに

わが国の老後の所得保障システムを俯瞰すると，少子高齢化が急速に進展し，公

的年金財政へ逼迫するなか，個人年金をはじめとする個人保障分野への期待が大き

い。ここで，保険市場の質が重要なテーマとなる。すなわち、保険市場において，老後

の所得保障に対するニーズが存在したとしても、保険者が提供する保険商品が顧客

ニーズを十分にくみ取れていない場合や、逆に、消費者が十分な金融・保険リテラシ

ーを持たないために、不幸にして多くのミスマッチが生じてしまう可能性も否定できな

い。

こうしたなか，平成 26 年改正保険業法のもと、新しい募集ルールとして、意向把

握義務及び情報提供義務が導入されることになり、今後ますます保険市場の質の向

上が求められることになった。言いかえれば、保険者には、顧客ニーズに適合した商

品を適切な価格で提供することが求められる一方で、消費者も、保険商品を適切に選

択できるだけのリテラシーを身につけることが期待されている。

そもそも，退職後所得保障を支える手段としては，公的年金，企業年金・退職一時

金に加え，保険会社等が提供する個人保険商品がある。そこで，本稿では、先ず，わ

が国の退職後所得ニーズと金融・保険リテラシーの関係について調べ，その上で，金

融・保険リテラシーが個人年金保険への需要に与える影響果について検討する。

具体的には、2016 年 4 月から 6 月にかけて、生命保険文化センターが実施した

「平成 28 年度 生活保障に関する調査」の約 4,000 の個票データを分析することで、

金融・保険に関する主観的知識量と客観的知識量の大きさが、①人々が必要と感じる

老後の生活費（以下、必要生活費），ならびに，②個人年金保険（年額）に与える影響

を考察する。

分析の結果、以下の点が明らかになった。第一に、客観的な保険リテラシーが高い

人ほど高額の必要生活費を要する傾向があることが分かった。第二に、主観的知識に

ついては、それが保険に関するものか、金融に関するものかにかかわらず、自らのリテ

ラシーが高いと考えている人ほど、必要生活費が大きいということが確認できた。第三

に、学歴が高い人ほど，諸要因をコントロールしてもなお，退職後所得ニーズが高いこ

とが分かった。最後に，サンプルセレクションの懸念はあるものの，客観的な金融リテラ

シーが高い人ほど，個人年金保険へのニーズが高いことが確認された。

本稿の構成は以下の通りである。第２節では本稿の分析で用いるデータについて

説明し、第３節では，金融・保険リテラシーと必要生活費に関する分析結果を，第４節

では，金融・保険リテラシーと個人年金保険需要の関係に関する分析結果を考察する。

第５節では本稿のまとめを述べる。
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2. データと分析方法

2.1 データ

本稿では、生命保険文化センターによって、平成 28 年 4 月 2 日から 6 月 3 日

にかけて実施された「平成 28 年度 生活保障に関する調査」の個票データを用

いる。「平成 28 年度 生活保障に関する調査」は、全国 400 地域において、18 歳

から 69 歳の男女個人を対象に、面接聴取法（ただし生命保険・個人年金保険加

入状況部分は一部留置聴取法を併用）により実施された。回収サンプル数は

4,056 である。

2.2 必要生活費

本稿の主眼は、「平成 28 年度 生活保障に関する調査」のアンケート個票デー

タを用いて、金融・保険リテラシーが人々の退職後所得ニーズに及ぼす影響を分

析することにある。そこで、同調査の【設問 17】および【SQ1】のデータを用

いて、退職後所得ニーズの代理変数を作成し、これを重回帰分析における被説明

変数とする。

アンケート調査の【設問 17】では、「あなたは、老後を夫婦 2 人で暮らしてい

くうえで、日常生活費として月々最低いくらぐらい必要だとお考えですか。」と

いう問いが，また，【SQ1】では，【設問 17】に加えて，「経済的にゆとりのある

老後生活を送るためには、今お答えいただいた金額のほかに、あといくらぐらい

必要だとお考えですか。」という問いが設定されている。これら 2 つの回答結果

を集計した金額を，必要生活費と定義する。

図表 1 は必要生活費の結果を集計したものである。これによれば、老後の月々

の必要生活費は、「不明」と回答した人が全体の 18.57%と一定数いるものの、10
万円以上 20 万円未満（3.18%）、20 万円以上 30 万円未満（19.8%）、30 万円以

上 40 万円未満（30.77%）、40 万円以上 50 万円未満（14.03%）、50 万円以上 60
万円未満（9.02%）といったように、一定程度の金額のばらつきを確認できる。

また、全回答者 4,056 人から「不明」と回答した 753 人を除いた 3,303 人を対

象に、必要生活費の平均値と中央値を計算したところ、それぞれ、33 万円（平

均値）と 30 万円（中央値）という結果を得た。本稿では、この必要生活費の自

然対数値を被説明変数として採用する。
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図表 1 必要（最低）生活費

（出典）筆者作成。

図表 2 は、老後の所得保障に対する不安の結果をまとめたものである。アン

ケートでは「自分の老後の日常生活費は、公的年金でかなりの部分をまかなえる

か」という問いが設定されている。全回答者 4,056 人中「わからない」と回答し

た 103 人を除く 3,953 人に対して、「まったくそう思う」「まあそう思う」「あま

りそうは思わない」「まったくそうは思わない」と回答した人数の割合を計算す

ると、それぞれ、3%、15%、41%、41%という結果になった。老後の所得保障に

対する公的年金への不安を感じている人は，約 8 割にも達していることが見て

取れる。

図表 2 公的年金に対する不安感

（出典）筆者作成。

金額 人数 % 人数 %
不明 753 18.57% 753 18.57%

10万円未満 31 0.76% 5 0.12%
10万円以上20万円未満 737 18.17% 129 3.18%
20万円以上30万円未満 1829 45.09% 803 19.80%
30万円以上40万円未満 607 14.97% 1,248 30.77%
40万円以上50万円未満 74 1.82% 569 14.03%
50万円以上60万円未満 21 0.52% 366 9.02%
60万円以上70万円未満 3 0.07% 89 2.19%
70万円以上80万円未満 0 0.00% 58 1.43%
80万円以上 1 0.02% 36 0.89%

必要最低生活費 必要生活費

回答者数

まったくそう思う 124 3%
まあそう思う 587 15%
あまりそうは思わない 1,621 41%
まったくそうは思わない 1,621 41%
わからない 103

計 4,056
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図表 3 は、老後の所得保障に対する公的年金に対する不安が、①相対的に小

さいグループと②大きいグループにサンプルを分割した際に、それぞれのグル

ープの老後の必要生活費の平均額を示したものである。なお、グルーピングにあ

たっては、「公的年金でかなりの部分をまかなえるか」という先ほどの問題に対

して、「まあそう思う」あるいは「まったくそう思う」と回答した人は上述の①

のグループに区分，「あまりそうは思わない」あるいは「まったくそうは思わな

い」と回答した人については、②のグループに区分した。

結果を見ると、①相対的に不安が小さいグループの必要生活費の平均は 32.8
万円、②相対的に不安が大きいグループの平均は 35.3 万円という結果になった。

両グループ間で 2.5 万円ほどの開きがあり、統計的にも 1％水準で有意な結果を

得た。このように，公的年金への不安が大きい人は，退職後の必要生活費も高く

なる傾向を確認することができる。

図表 3 必要生活費と公的年金に対する考え方

（注）***は 1%水準での統計的有意を示している。

（出典）筆者作成。

2.3 客観的知識量

本稿では、金融・保険リテラシーの主たる代理変数として、金融・保険に関す

る客観的知識量を採用する。具体的には、「平成28年度 生活保障に関する調査」

の【回答票 77】のデータを用いる。図表 4 は、【回答票 77】の内容を示してい

るが、全 6 問のクイズを出題している。なお、問（1）から問（3）は保険知識を

問う問題、問（4）から問（6）は金融知識を問う問題である。これらの問題に正

解したかどうかで回答者一人一人の得点を計算し、客観的知識量の代理変数と

して採用する。

t値
相対的に不安が小さいグループ 32.8
相対的に不安が大きいグループ 35.3

平均値の差 2.51 *** 4.2

平均（万円）
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図表 4 客観的知識量の測定

（出典）「平成 28 年度 生活保障に関する調査」（アンケート調査用紙）より抜

粋。

ここで、注意すべき点が一つある。回答者が「わからない」と答えた場合の集

計処理の方針である。これに関しては、本稿では、①「わからない」と答えた人

を「不正解」として処理するケースと、②一つでも「わからない」と回答した人

をサンプルから除外して分析を行うケースの２つのパターンの両方を検証する。

図表 5 は各問の平均点とサンプル数を示しており、パネル（A）が①の処理にも

とづく結果、パネル（B）が②の処理にもとづく結果である。

図表 5 クイズの正答率

（出典）筆者作成。

①客観的知識量（「わからない」＝「不正解」として処理）

問1 問2 問3 問4 問5 問6
サンプル数 4,056 4,056 4,056 4,056 4,056 4,056
平均（正答率） 0.51 0.21 0.40 0.44 0.52 0.19

②客観的知識量（一つでも「わからない」と回答した人＝サンプルから除外）

問1 問2 問3 問4 問5 問6
サンプル数 3,229 3,174 3,157 2,549 2,822 2,326
平均（正答率） 0.65 0.26 0.51 0.70 0.75 0.33

保険知識 金融知識

保険知識 金融知識
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これによると、①の処理にもとづいた場合、最も正答率が高かったのは、問 5
の 52％、最も正答率が低かったのは、問 6 の 19％であることがわかる。また、

②の処理にもとづいた場合では、問 5 が最高正答率（75％）、問 2 が最低正答率

（26％）である。それでは、各問題の正解・不正解の間には何らかの相関がある

のだろうか。この点を示したのが、図表 6 である。

図表 6 各問題の正答率の相関

（出典）筆者作成。

これらの結果を見る限り、各問題の正答率の間で特に相関の高い組み合わせ

は見たらない。さらに、問 1 から問 3 までの保険知識に関するクイズの合計点

（3 点満点）と、問 4 から問 6 までの金融知識に関するクイズの合計点（3 点満

点）との間の相関を計算したところ、処理①の場合は相関係数が 0.29 と若干高

いように見えるが、処理②の場合だと相関係数が 0.08 であり、ほぼ無相関であ

る。総じて、金融知識と保険知識との間には相関はないようである。

2.4 その他のリテラシー変数

ここでは、金融・保険リテラシーの主たる代理変数として、金融・保険に関す

る客観的知識量以外の代理変数として、①主観的知識と②学歴について検討す

る。まず、主観的知識の代理変数としては、「平成 28 年度 生活保障に関する調

査」の【回答票 49】のデータを用いる。図表 7 は、【回答票 49】の内容を示し

ており、金融・保険の知識の程度について、それぞれ回答者の主観を 1 から 6 ま

での数値で問うている。なお、分析にあたって、「わからない」と回答したサン

プルについては、欠損値として処理する。

①客観的知識量（「わからない」＝「不正解」として処理）
N=4,056 N=4,056

問1 問2 問3 問4 問5 問6 保険 金融
問1 1.00 保険 1.00
問2 0.23 1.00 金融 0.29 1.00
問3 0.20 0.17 1.00
問4 0.22 0.14 0.16 1.00
問5 0.12 0.06 0.13 0.21 1.00
問6 0.12 0.16 0.09 0.26 0.07 1.00

②客観的知識量（一つでも「わからない」と回答した人＝サンプルから除外）
N=1,750 N=2,593

問1 問2 問3 問4 問5 問6 保険 金融
問1 1.00 保険 1.00
問2 0.21 1.00 金融 0.08 1.00
問3 0.08 0.12 1.00
問4 0.15 0.07 0.02 1.00
問5 -0.04 -0.05 -0.01 -0.11 1.00
問6 0.06 0.14 0.01 0.12 -0.17 1.00
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図表 7 主観的知識

（出典）「平成 28 年度 生活保障に関する調査」（アンケート調査用紙）より抜

粋。

個人の保険知識と学歴の関係については、国レベルのパネルデータを用いた

研究が多くみられる。例えば、Browne et al. (2000) は、教育水準を測る変数と

して大学以上の在籍者数が、20～24 歳人口に占める比率を採用した上で、大卒

以上の人々は保険商品に対する知識が高くなる傾向を確認している。そこで、本

稿でも、学歴変数として、アンケート回答者が大卒以上であれば 1、そうでなけ

れば 0 の値をとるダミー変数を作成する。

最後に、既存研究の多くが採用している教育水準としての学歴（大卒以上か否

か）と、客観的知識量との関係について、簡便な分析をしてみよう。図表 8 は学

歴別のクイズの正答率（平均）を示している。これによれば、処理①、②に関わ

らず、全問題および保険知識を問う問題に関しては、高学歴（大卒以上）のほう

が 1％有意水準で高い正答率である。また、処理①においては、金融知識を問う

問題に関しても、高学歴（大卒以上）のほうが 1％有意水準で高い正答率である。

図表 8 学歴とクイズの正答率

（出典）筆者作成。

①客観的知識量（「わからない」＝「不正解」として処理）

全問題（問１～６） 保険（問１～３） 金融（問４～６）
学歴 N 平均 t値 N 平均 t値 N 平均 t値

高卒以下 1,979 0.33 1,979 0.33 1,979 0.34
高卒超 2,032 0.42 2,032 0.42 2,032 0.43
差異 -0.09 *** -11.3 -0.09 *** -9.3 -0.08 *** -8.7

②客観的知識量（一つでも「わからない」と回答した人＝サンプルから除外）

全問題（問１～６） 保険（問１～３） 金融（問４～６）
学歴 N 平均 t値 N 平均 t値 N 平均 t値

高卒以下 731 0.51 1,161 0.45 832 0.58
高卒超 1,010 0.55 1,414 0.51 1,150 0.59
差異 -0.04 *** -3.6 -0.07 *** -5.3 -0.01 -0.9
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2.5 その他の説明変数

本稿では、必要生活費の自然対数を被説明変数とし、客観的知識量などの金

融・保険リテラシー変数を説明変数とする回帰分析を行うのだが、その際に、金

融・保険リテラシー変数以外のコントロール変数として、以下の変数を採用する

（図表 9 を参照）。

図表 9 コントール変数群

（出典）筆者作成。

3. 分析結果① ‐ 必要生活費とリテラシー

3.1 客観的知識量と必要生活費

図表 10 および図表 11 は、客観的知識量が必要生活費に与える影響を分析し

た結果を示している。なお、前節で既に述べた通り、客観的知識量の定量化にあ

たって、回答者が「わからない」と答えた場合の集計処理の方針として、本稿で

は、①「わからない」と答えた人を「不正解」として処理するケースと、②一つ

でも「わからない」と回答した人をサンプルから除外して分析を行うケースの２

つのパターンの両方を検証する。図表 10 が①の処理にもとづく結果、図表 11
が②の処理にもとづく結果を示している。

また、図表 10 と図表 11 のそれぞれにおいて、客観的知識量として保険・金

融の総合得点をベースにした場合の結果を 1 列目から 4 列目に、保険のみの得

点をベースにした場合を 5 列目から 8 列目に、金融のみの得点をベースにした

場合を 9 列目から 12 列目に示している。なお、その他コントロール変数に関し

変数名 定義

世帯主性別 男 = 1　女 = 0

世帯主年齢（自然対数）

世帯主年収（階級） 値が大きいほど高年収階級 無回答は欠損値処理

既婚の有無 既婚 = 1　未婚 = 0 既婚（離別・死別）は未婚に含める／無回答は欠損値処理

子供の有無 子供あり = 1　なし = 0 無回答は欠損値処理

未就業児の有無 働いていない子供がいる場合 = 1 無回答は欠損値処理

働いていない子供がいない場合 = 0 学生の場合はすべて未就業児として処理

学校を出ていて働いていない（既婚）=就業として処理

金融資産（階級） 値が大きいほど金融資産合計が大きい 無回答は欠損値処理

地域ダミー（15地域） 北海道 近畿（京阪神以外）

東北 京阪神圏（大阪を除く）

関東（首都圏を除く） 大阪

東京 中国

北陸 四国

中部（中京圏を除く） 北九州

中京圏 南九州
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ては、「子供の有無」と「未就業児の有無」は一部情報が重複する変数であるこ

とから、別々に推計を行っている。また、「金融資産（階級）」については欠損値

が比較的多くサンプルサイズが相当目減りするため、この変数を含んだ場合と

含まない場合の両方のパターンの推計結果を示すことにした。

図表 10 の結果から確認しよう。客観的知識量の係数が有意な結果を示してい

るのは、5 行目のみである。すなわち、保険に関する 3 つのクイズの得点率が高

い人ほど、諸要因をコントロールしてもなお、より高額の必要生活費を要する傾

向がある。しかしながら、総合得点率および保険に関するクイズのみの得点率で

みる限り、必要生活費とは何の関係も見られない。

その他のコントロール変数については、興味深い結果を確認することができ

る。先ず、世帯主性別の係数はマイナスで有意な結果を示しており、世帯主が女

性であればそうでない場合よりも必要生活費が高いという傾向を示している。

また、世帯主年齢の係数はプラスで有意な結果を確認できる場合があり、世帯主

の年齢が高いほど必要生活費は高くなるということを意味している。加えて，既

婚者において，必要生活費が高くなる傾向も見て取れる。これらの結果から見え

てくる姿は、比較的年齢が高い既婚女性の世帯主の場合に、より多くの退職後所

得ニーズがあるというものであり、直感的にも理解できる結果であろう。また、

世帯主年収はプラスで有意な結果を示しており、世帯主年収が高いほど必要生

活費は高いという傾向を示している。

なお、サンプル数は減少するものの、金融資産をより多く持つ人ほど、必要生

活費が大きくなる傾向も確認され、フロー指標の世帯主収入とストック指標の

金融資産の両方において、整合的な結果が得られた。また、未就業児の有無では

なく、子供の有無が必要生活費にプラスで有意な影響を及ぼすことも確認でき

るが、これも直感的に理解できる結果であろう。

なお、客観的知識量の集計方法の違いを反映した結果は、図表 11 に示されて

いるが、保険に関する 3 つのクイズの得点率が高い人ほど高額の必要生活費を

要する傾向があるという点が，より強く観察される点を除いては，図表 10 の結

果とほぼ同様の傾向が見て取れる。
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図表 10 客観的知識量と必要生活費（その①）
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図表 11 客観的知識量と必要生活費（その②）
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3.2 主観的知識量と必要生活費

図表 12 は、主観的知識量が必要生活費に与える影響を分析した結果を示して

いる。なお、前節ですでに述べた通り、主観的知識量の定量化にあたって、「あ

なたは、金融や保険に関しての知識をどの程度お持ちですか」という設問を活用

する。そして、この問いに対する回答として、「かなり詳しい」から「まったく

詳しくない」の順で 1 点から 6 点の得点を付し、これを代理変数としている。

なお、図表 12 の第 1 列目から 4 列目には保険に対する主観的知識量に関する結

果が、第 5 列目から 8 列目は金融に対する主観的知識量の結果がそれぞれ示さ

れている。その他、コントロール変数については図表 10 および図表 11 と同様

である。

図表 12 の結果を見ると、概ね、主観的知識量の係数がマイナスで有意な結果

を示している。主観的知識量の代理変数は値が大きいほど、自らのリテラシーの

程度が低いと考えている場合を意味する。したがって、分析結果が示唆するのは、

主観的知識については、それが保険に関するものか、金融に関するものかにかか

わらず、自らのリテラシーが高いと考えている人ほど、必要生活費が大きいとい

うことである。
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図表 12 主観的知識量と必要生活費
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3.3 学歴と必要生活費

最後に、学歴が必要死亡保障金額に与える影響について分析した結果を、図表

13 に示している。すでに述べたように本研究では、大卒以上を 1、そうでなけ

れば 0 の値をとるダミー変数を学歴変数として採用している。この学歴変数の

係数はすべての推計モデルにおいて，学歴が高い人ほど，諸要因をコントロール

してもなお，退職後所得ニーズが高いことを示している。

図表 13 学歴と必要生活費

(1) (2) (3) (4)

学歴 0.060*** 0.064*** 0.030* 0.035*
[4.424] [4.511] [1.668] [1.871]

世帯主性別 -0.085*** -0.081*** -0.079*** -0.072***
[-4.705] [-4.206] [-3.414] [-2.920]

世帯主年齢（自然対数） 0.080*** 0.048 -0.010 0.000
[3.056] [1.139] [-0.281] [0.006]

世帯主年収（階級） 0.031*** 0.029*** 0.030*** 0.026***
[6.935] [6.309] [5.295] [4.328]

既婚の有無 0.142*** 0.152*** 0.135*** 0.150***
[6.277] [6.372] [4.485] [4.659]

子供の有無 0.039 0.072**
[1.622] [2.331]

未就業児の有無 -0.022 0.003
[-1.042] [0.109]

金融資産（階級） 0.019*** 0.019***
[3.666] [3.593]

定数項 2.941*** 3.125*** 3.184*** 3.231***
[25.930] [17.352] [20.603] [13.855]

地域ダミー Yes Yes Yes Yes

サンプル数 2,533 2,326 1,521 1,387
修正済み決定係数 0.070 0.070 0.087 0.084

（注）[  ]内はt値を示している。また、***は 1%水準、** は5％水準、* は10％水準での統計的有意を

示している。
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4. 分析結果② ‐ 個人年金保険の需要とリテラシー

冒頭で述べた通り，退職後所得保障を支える手段としては，公的年金，企業年

金・退職一時金に加え，保険会社等が提供する個人保険商品がある。「平成 28 年

度 生活保障に関する調査」には，個人年金保険の年金年額に関するデータも収

録されている。但し，回答にあたって，「わからない」等を含めた欠損値が非常

に多く，入手出来たサンプル数は 575 人であり，全体（4,056 人）の約 14.2%に

すぎない。したがって，サンプルセレクション上のバイアスの懸念も大きい。こ

の懸念を念頭におきつつ，本稿では，この変数を用いて，個人年金保険の需要と

リテラシーとの関係について，予備的な分析を行う。

図表 14 は，個人年金保険の年金年額（単位：万円）の記述統計量および保険

金額階級別の分布を示している。これによれば，金額を明示して回答した 575 人

の平均は年額約 78.3 万円，月額に直すと約 6.5 万円である。中央値は 60 万円

（月額 5 万円）である。

図表 14 個人年金保険の年金年額（単位：万円）

（出典）筆者作成。

次に，図表 15 において，この個人年金保険の年金年額の自然対数値を被説明

変数とする，重回帰分析の結果を示す。なお，客観的知識量の定量化にあたって

は，回答者が「わからない」と答えた場合の集計処理の方針として、一つでも「わ

人数 平均 標準偏差 中央値

575 78.3 106.5 60.0

金額 人数 %
10万円未満 4 0.7%
10万円以上20万円未満 37 6.4%
20万円以上30万円未満 45 7.8%
30万円以上40万円未満 62 10.8%
40万円以上50万円未満 46 8.0%
50万円以上60万円未満 73 12.7%
60万円以上70万円未満 94 16.3%
70万円以上80万円未満 45 7.8%
80万円以上90万円未満 29 5.0%
90万円以上100万円未満 10 1.7%
100万円以上 130 22.6%

575 100.0%
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からない」と回答した人をサンプルから除外して分析を行うケースを採用して

いる。

分析結果によると，客観的知識量の係数が有意な結果を示しているのは、1 行

目から 4 行目と，9 行目から 12 行目である。したがって，金融と保険の両方の

リテラシーとの関係というよりは，金融リテラシーと個人年金保険の年金年額

との間に有意な負の関係があることが推察される。具体的には、金融に関する 3
つのクイズの得点率が高い人ほど、個人年金保険の年金年額が小さくなる傾向

がある。その他の説明変数で有意な結果が確認されるのは，子供の有無くらいで

ある。子供がいないほうが，個人年金保険のニーズが高いという結果である。
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図表 15 客観的知識量と個人年金保険の需要
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5. 結論

本稿では、わが国の退職後所得ニーズと金融・保険リテラシーの関係について調べ，

その上で，金融・保険リテラシーが個人年金保険への需要に与える影響果について

検討した。具体的には、2016 年 4 月から 6 月にかけて、生命保険文化センターが実

施した「平成 28 年度 生活保障に関する調査」の約 4,000 の個票データを分析する

ことで、金融・保険に関する主観的知識量と客観的知識量の大きさが、①人々が必要

と感じる老後の生活費（以下、必要生活費），ならびに，②個人年金保険（年額）に与

える影響を考察した。

分析の結果、以下の点が明らかになった。第一に、客観的な保険リテラシーが高い

人ほど高額の必要生活費を要する傾向があることが分かった。第二に、主観的知識に

ついては、それが保険に関するものか、金融に関するものかにかかわらず、自らのリテ

ラシーが高いと考えている人ほど、必要生活費が大きいということが確認できた。第三

に、学歴が高い人ほど，諸要因をコントロールしてもなお，退職後所得ニーズが高いこ

とが分かった。最後に，サンプルセレクションの懸念はあるものの，客観的な金融リテラ

シーが高い人ほど，個人年金保険へのニーズが高いことが確認された。
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